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平成２０年度業務実績評価調書：独立行政法人航海訓練所 
 

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定） 
 

項 目 評定結果 評定理由 意見 

中期計画 平成２０年度計画    

１．業務運営の効率化に関する

目標を達成するためにとるべ

き措置 

（１）組織運営の効率化の推進 

  ・ 船員教育のあり方全般

の見直しに対応した航海

訓練体制を構築する。 

  ・ 練習船５隻体制への移

行等に対応した要員の縮

減等を進める。 

・ 船内組織と陸上組織を

有効に連携・機能させた

効率的な組織運営体制を

確立する。 

 

 

 

 

船員教育のあり方に関する検討会

報告を反映した航海訓練の体制整備を

進めるとともに､整理合理化計画を踏

まえ､必要な対応に積極的に取り組む。

本事業年度の期間中（以下、「期間中」

という。）に以下を実施する。 

 

① 連絡調整室(東京)を廃止し、その

業務を航海訓練所の主たる事務所

(横浜）に引き継ぎ、組織運営の効

率化を図る。 

② 平成 23 年度までに、タービン練

習船の内航用小型練習船への代替

えを図るよう検討する。 

４ 

 

 

船員教育のあり方に関する検討会報告及

び整理合理化計画を踏まえ､次のとおり組織

運営の効率化を進めている。 

① 平成 20 年 8 月３１日に連絡調整室(東

京)を廃止するとともに、教育部内の業務

を見直し、企画体制の充実及び業務の効率

化を図ったことにより、陸上職員 1 名を

縮減している。 

 

② 小型練習船が持つべき機能について、技

術的な検討を行い、平成 22 年度の予算化

に向けて海事局との協議を進めている。 

また、タービン代替訓練技術検討委員会

に委員を派遣し、タービン練習船廃止後の

代替訓練のあり方に関する検討に参加し

ている。 

 

 

・ 連絡調整室を廃止するとともに、教育部業

務の見直し、及び同組織の再編により、職員

１名を削減したことは、年度計画を上回る業

務の効率化を達成しており、中期計画を見据

えた確実な取り組みとなっている。 

（２）人材の活用の推進 

・ 航海訓練実施のため必

要な役職員を確保する。 

・ 大学等の教育研究機関、

海事関連行政機関及び民間

の海運会社等の知見を活用

して組織の一層の活性化を

図るため、２２０名程度の

人事交流を実施する。 

 

組織の一層の活性化を図るため、大

学等の教育研究機関、海事関連行政機

関及び民間の海運会社等の知見を活

用する。 

期間中に、交流目的を明確にした

44 名程度の人事交流を実施する。 

４ 

 

国土交通省、教育研究機関、地方公共団

体、民間船社等との間で、目標を上回る

62 名の人事交流を行い、知見の活用及び

職員の能力向上に努め、組織の活性化を図

っている。 

（昨年度実績４８名） 

 

・ 年度計画・昨年度の実績を大きく上回る人

事交流を行い組織の活性化を図っている。 
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（３）業務運営の効率化の推進 

① 一般管理費について、中

期目標期間中に見込まれ

る当該経費総額（初年度の

当該経費相当分に５を乗

じた額。）を６％程度抑制

する。 

  また、業務経費につい

て、中期目標期間中に見込

まれる当該経費総額（初年

度当該経費相当分に５を

乗じた額。）を２％程度抑

制する。 

 

 

① 一般管理費(人件費､公租公課等

の所要額計上を必要とする経費

及び特殊要因により増減する経

費を除く｡)について､中期目標期

間中の目標を達成するため､期間

中に 6%程度の抑制を図る｡ 

また､業務経費(人件費､公租公

課等の所要額計上を必要とする

経費及び特殊要因により増減す

る経費を除く｡)について､中期目

標期間中の目標を達成するため､

期間中に 2%程度の抑制を図る｡

 

４ 

 

① 中期計画の初年度予算（平成１８年度）

に対して、一般管理費を約 11％（7,502

千円）抑制している。 

業務経費については、燃料価格の激しい

高騰の影響を受けたが、同予算額に対し約

1％（20,,196 千円）抑制している。 

なお、燃料油の高騰に対しては、練習船

体の減速運転、東京港停泊中の陸上供給電

源の使用、保守整備の繰り延べなど、教育

訓練に必要な内容を維持しつつ、経費の節

減に努めている。 

 

・ 燃料高騰の厳しい環境の中、訓練の質を維

持しつつ、運航方法の工夫等により業務経費

を削減し、また、一般管理費も１１％抑制し

ている。 

 

② 外航船員に求められる

実戦的な海事英語能力を

高めるための訓練を効率

的・効果的に実施し、その

一環として同訓練の民間

開放を推進する。 

② 実践的海事英語訓練について、

実行可能な訓練内容を民間に業

務委託することにより、民間開放

を継続して実施する。 ３ 

② 海事英語訓練については、一般競争入札

で決定した５名の講師（ネイティブスピー

カー）により昨年度に引き続き適切に実施

している。 
  
  なお、航海訓練業務における民間開放

は、規制改革・民間開放推進会議等の指摘

を踏まえ、適正に実施している。 

 

③ 船員教育のあり方全般

の見直しに対応した航海

訓練業務の効率化を推進

する。 

③ 船員教育のあり方に関する検

討会報告を反映するとともに、整

理合理化計画を踏まえた業務運

営の効率化を図る。 

・ 社船実習(民間船社の練習船によ

る実習)制度の導入とその活用に係

る状況を見据え、次年度以降の航海

訓練の実施計画に反映させる。 
 

・ 遠洋航海等を希望しない者に

対する航海訓練の実施について

は、関係府省の協議結果を速やか

に反映する。 

３ 

③ 検討会報告及び整理合理化計画を踏ま

え、以下の業務運営の効率化を図っている。

大学・商船高専への乗船実習の導入にあ

たり、実習内容の分担、事務手続などに関

して関係機関との調整を行い、平成 21 年

度の実施計画に反映している。 

 

遠洋航海等を希望しない者に対する航

海訓練の実施については、２１年度１０月

から受け入れる実習生の動向を把握し、実

習訓練へ速やかに反映させることとして

いる。 

 



 

 - 3 -

 

２．国民に提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関す

る目標を達成するためにとる

べき措置 

 

（１）航海訓練の実施 

独立行政法人航海訓練所

法に基づき、対象となる学

生、生徒等に対し、海運界

のニーズを反映した安全で

質の高い航海訓練を実施す

る。 

 

 

＊（昨年同様）評価対象ではな

いので紙面の都合から削除 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人航海訓練所法(平成

11 年法律第213 号)第11 条第1 号

に基づき､対象となる学生、生徒等(以

下｢実習生｣という｡)に対し､海運業界

のニーズを反映した安全で質の高い航

海訓練を実施する｡ 

 

― ― ― 
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(a) 三級海技士養成訓練課

程及び指導要領の見直し 

 

日本人海技者に求めら

れる外国人船員指揮監督

能力の強化及び安全・環

境に係る管理能力の強化

を目標とし、以下の訓練

内容の充実・強化を図る。 

 

  ・ 管理能力向上に向けた

実務訓練 

  ・ 実践的コミュニケーシ

ョン能力を重視した海事

英語訓練 

  ・ ヒューマンエレメント

等を考慮した安全管理能

力の付与 

  ・ ＳＯＬＡＳ条約、ＩＳ

ＰＳコード、ＳＭＳ等、

安全・環境に係る国際的

動向に対応した訓練 

(a) 三級海技士養成訓練課程及び

指導要領の見直し 

 

三級海技士養成にあっては引

き続き日本人海技者に求められ

ている外国人船員指揮監督能力

の強化及び安全・環境に係る管

理能力の強化を目標とした訓練

内容の充実・強化を図る。 

 

平成 18 年度から開始した、

STCW条約の項目順に編成した

「指導要領」、「訓練記録簿」、及

び「実習訓練の評価」の導入に

ついて、独立行政法人海技教育

機構の海上技術コース（航海・

機関）の実習にかかる「指導要

領」を改定する。 

 

また、社船実習の導入に対応

するため、関係機関と航海訓練

内容の分担を策定するととも

に、帆船実習の実施時期及び期

間の見直しに対応した指導要領

を策定する。 

４ 

(a) 三級海技士養成訓練課程及び指導要

領の見直し 
 

外国人船員指揮監督能力の強化とし

て、機関室内での様々な作業を想定し

た英会話のウエブ教材を作成し、実習生

の自主学習に活用させることにより、英

語によるコミュニケーション能力の向

上を図っている。 

また、安全・管理に係る管理能力の

強化として、研究において開発したプ

ログラムを実習生にも活用すること

で、訓練内容の充実強化を図っている。
 
平成 18 年度から継続している指導要

領等の STCW 条約項目順への編成につ

いて、今年度は計画に基づき、海技教育

機構海上技術コース（航海・機関）の実

習に係る「指導要領」を改訂し、円滑な

訓練・評価を実施している。 
 
社船実習の開始にあたり、航海訓練の

分担について関係機関と調整している。

また、帆船実習の時期、期間の見直し

にともない、大学航海科の「指導要領」

を改定している。 
 
なお、本年度より独立行政法人海技教

育機構（以後海技教育機構）海上技術コ

ース（航海専修、機関専修）の実習を新

たに開始している。 

 

 

 
 
・ 教育現場に即した英会話ウェブ教材を作成

し、自主学習による教育に努めている。 

・ 社船実習に伴う教育体制の見直しにより、

大学航海科の帆船実習にかかる指導要領の

改訂を行い、均質な実習訓練のための基礎を

構築し、向上に繋げている。 
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(b) 四級海技士養成訓練課

程及び指導要領の見直し 

 

若年船員の即戦力化、安

全運航に係る能力強化及び

環境に係る管理能力の習得

を目標とし、以下の訓練内

容の充実・強化を図る。 

・ 即戦力化を目指した実

務訓練 

・ モーダルシフトを担う

環境にやさしい大量輸送

機関としての社会的な意

義や役割に基づく船員と

しての職業意識及び責任

感の付与 

・ 航海当直能力向上のた

めの基礎技能訓練 

・ 「指差呼称」の徹底な

ど安全確認の体得 

(b) 四級海技士養成訓練課程及び

指導要領の見直し 

 

四級海技士養成にあっては、

若年船員の即戦力化、安全運航に

係る能力強化及び環境に係る管

理能力の習得を目標とし、継続し

て訓練内容の充実・強化を図る。

平成 19 年度に新たに導入し

た指導要領等を検証する。 
４ 

(b) 四級海技士養成訓練課程及び指導要

領の見直し 

 

内航船の現役船長を練習船に乗船さ

せ、実習船橋を利用した船橋当直１名体

制への対応訓練の導入のより、内航船の

実態に即した訓練の導入を行うなど、若

年船員の即戦力化、安全運航に係る能力

強化及び環境に係る管理能力等の訓練内

容の充実・強化を図っている。 

平成 19 年度に導入した四級海技士用

の「指導要領」について、訓練の円滑な

実施の観点から、構成及び内容の見直し

を実施している。 

また、実習生の配乗に合わせて、練習

船における訓練項目の分担を改め、効果

的な訓練の実施に努めている。 

 

 

 

・ 内航船長の乗船調査で得られた意見を反映

し、内航船の実態に即した船橋当直１名体制

への対応の訓練を導入するなど、教育内容の

充実に努めている。 
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(c)  実習生の適正な配乗計画

と受け入れ計画及び訓練の

達成目標 

 

・ 船員教育機関の養成定

員、受入れ実績等を踏ま

えた実習生の受入れ計画

を立て、各船員教育機関

の養成内容及び関係法令

の要件等に基づいて配乗

を計画する。 

・ 内航及び外航のニーズ

を反映した実習生の知

識・技能到達レベルの達

成を図るとともに、再指

導等の徹底により、全員

の訓練課程の修了を目指

す。 

(c) 実習生の適正な配乗計画と受

入計画及び訓練の達成目標 

 

各船員教育機関の養成定員の

変更及び科別、学年別受入実績

を踏まえた実習生の受入計画を

立案し、各船員教育機関の養成

目的及び関係法令の要件等に基

づいて配乗を計画する。 

また、導入される社船実習制

度の活用に係る状況、帆船実習の

時期及び期間の見直しを踏まえ

た配乗を検討する。 

 

 

 

内航及び外航のニーズを反映

した実習生の知識・技能到達レベ

ルの達成を図るとともに、再指導

等の徹底により、全員の訓練課程

の修了を目指す。 

４ 

(c) 実習生の適正な配乗計画と受入計画及

び訓練の達成目標 

 

各船員教育機関からの受入実績や在籍

者数を踏まえ、平成 21 年度の実習生受入

計画を立案している。 

 

各船員教育機関の養成内容及び関係法

令の要件等を考慮するとともに、教育機関

における入学者の増加、課程の改編などに

よる受入人数の増加、社船実習の導入によ

る余席の活用などを踏まえ、多種多人数の

実習生配乗の中でも、より良好な実習環

境の確保を考慮して平成２１年度実習生

配乗計画を立案している。 

平成 20 年度配乗計画は、内航業界の要

望による六級海技士(航海)課程を３ 回 68

名に拡大し、計48 名の航海訓練を実施し

ている。 

また、外航業界の要望を受けて、昨年度

に試行した外国人船員養成（フィリピン

MAAP 校）は、実習時期を４月の年度初

頭に変更するとともに、46 名を実施して

いる。 

 

知識試験及び実技試験により実習生の

到達レベルを確認するとともに、フォロー

アップが必要な実習生に対する再指導の

徹底により、訓練課程全体の修了率は

99.5％であった。 

 

 

 

 

・ 外国人船員養成に積極的かつ継続的に取り

組んでいるほか、実習生定員に対する充足率

を増加させており、多種・多人数の実習生配

乗にもかかわらず、再指導を徹底するなどの

教育の充実により、高い修了率を維持してい

る。 
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(d) 訓練機材の整備 

・ 多人数かつ養成課程の

異なる実習を一つの船で

同時に訓練する状況にお

いて、実際の運航場面を

通じて効果的・効率的に

訓練を行うため、当所が

開発したオンボードシミ

ュレータ等の計画的な導

入を図る。 

・ オンボードシミュレー

タに関しては、インスト

ラクターの養成ととも

に、民間からの人材活用

を検討し、訓練効果の向

上を図る。 

・ 社会環境・科学技術・運

航技術の進歩に合わせた

航海訓練が実施可能とな

るよう、運航設備・訓練設

備の更新整備を実施する。 

(d) 訓練機材の整備 

 

オンボード操船シミュレータ

の導入について、大成丸に設置

するとともに、青雲丸への新た

な導入に向けた仕様検討を行

い、継続して訓練機材の充実を

図る。また、同シミュレータの

インストラクター養成を推進す

る。 

 

海事英語演習機材等の導入・

整備を継続実施する。 

 

国際基準に基づく訓練体制全

般の評価システムである資質基

準システム（QSS）について、

導入した実習データ管理に係る

システムの拡充を図る。 

 

３ 

(d) 訓練機材の整備 

昨年 12 月に、大成丸にオンボード操

船シミュレータを設置するとともに、同装

置の運用訓練を繰り返しながら、インスト

ラクター９名を養成し、平成 21 年 4 月

からの本格運用に備えている。また、イン

ストラクターの養成については、引き続

き、海技教育機構海技大学校との人事交流

を行い２名を養成している。 

 

また、青雲丸への新たなシミュレータ

の導入にあたり、仕様の検討とともに、

導入の準備を整えている。 

海事英語演習に、世界的に用いられて

いる海事英語ビデオ教材を導入し、船内

作業に活用するなど英会話力の向上に努

めている。 

資質基準システムに基づき、実施記録

をデータとして一括管理している専用サ

ーバーに一括管理し、検索機能を強化す

るなど、管理機能の拡充に努めている。

 

(e) 意見交換会の開催 

・ 内航及び外航の初級船舶

職員に要求される技術レベ

ル及びその他のニーズを的

確に把握するため意見交換

会を年間１５回程度開催す

る。 

・ 海運業界が訓練現場を視

察する場を設ける等、海運

業界等との対話、連携を強

化する。 

(e) 意見交換会の開催 

内航及び外航のニーズを的確

に把握するための意見交換会を

15 回程度開催するほか、海運

業界等の関係者が訓練現場を視

察する機会を設ける他、昨年度

末に設置された内航船員教育連

絡会議、外航船員教育連絡会議

に参画することにより、海運業

界等との対話を積極的に行い、

連携強化の一層の充実を図る。

 

４ 

(e) 意見交換会の開催 

船員教育機関及び海事産業界等との意

見交換会を 23 回、練習船視察会を 9 回

実施し、内航業界との連携強化を図るとと

もに、航海訓練への反映に努めている。 

また、内航船員教育連絡会議及び外航

船員教育連絡会議に参画したほか、外航海

運会社の実務者との意見交換を行うなど、

教育訓練等に関する意見収集に努めてい

る。 

 

 

・ 計画を大きく上回る意見交換会の開催によ

り、産業界との連携強化に取り組み、その成

果を船員教育の現場に生かそうとする意欲と

工夫が見られる。 
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(f)  実習生による評価 

・ 実習生による訓練評価に

より、訓練に係る問題点を

把握し速やかに改善する。 

・ 実習生の種類及び科並び

に船種を選定したうえ、訓

練期間の初期及び終期に実

習生による訓練評価を年間

２０回程度実施する。 

(f) 実習生による評価 

訓練に係る問題点を把握し、

速やかに改善するため、実習生

の種類及び科並びに船種を選定

したうえ、訓練期間の初期及び

終期に、新たなアンケート調査

方式での実習生による訓練評価

を 20 回程度実施する。 

４ 

(f) 実習生による評価 

実習生による訓練評価に、マークシート

方式を導入するとともに、アンケート内容

を改訂し、計画どおり20 回実施している。

 

なお、実習内容や設備に対する苦情・要

望等について原因を考察し、その結果と改

善策等を各船の教官にフィードバックし

ている。 

 

・ 実習生によるアンケート方式を改善するこ

とにより、その結果を迅速にフィードバック

し、実習生の不満改善など実習生の意識と教

育現場のギャップを積極的に埋めようと努

力している。 

(g)  職員研修 

・ 職員の資質・能力の向上を

図り、人材の適切な配置に資

するため、職員の階層に応じ

た研修計画を策定し、組織と

しての能力向上を図る研修

体制を構築する。 

・ 航海訓練・研究活動の活

性化を図るため、世界海事

大学等の海外の教育研究機

関への留学を推進する。 

・ 期間中に延べ５００名以

上に対し研修を実施する。 

(g) 職員研修 

職員の職務別及び階層別に求

められる能力に応じた研修計画

を定め、より効果的・効率的な

研修の実施方法を試行する。 

期間中に、延べ 100 名以上の

職員に対し、内部研修及び外部

への委託研修を実施する。 

加えて海事関連行政機関等か

ら受け入れる研修員の知見を積

極的に活用した船内研修の実施

を図る。 

 

３ 

 (g) 職員研修 

職員の職務別及び階層別に応じて研修計

画を定め、研修の実施方法等を工夫するな

ど、より効果的・効率的な実施に努めている。

内部研修及び外部研修を合わせ、延べ

161 名（海技職及び教育職職員 14４名、

行政職 17 名）の職員に対する研修を実施

し、研修受講者による研修報告を周知する

ことで知見の共有に努めている。 

世界海事大学（WMU）「海事教育訓練

コース」への留学（職員 1 名）を再開さ

せ、航海訓練・研究活動の活性化を図か

っている。 
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(h)  安全管理の推進 

・ 船舶安全運航管理システ

ム及び船舶保安体制につい

て、監査などを通じて定期

的に見直しを行い、安全運

航及び船舶保安を維持する

とともに、海洋環境の保護

を図る。 

・ 自主的に導入した船舶安

全運航管理システムについ

て、更に国際安全管理規則

（ＩＳＭコード）認証を任

意取得し、組織内の安全風

土を確立し、安全管理体制

の充実と事故防止の徹底を

図る。 

・ ＩＴの活用を含め陸上か

らの船隊支援体制を以下の

とおり強化する。 

① 台風等対策支援チーム

の設置 

② 台風等に係る避泊地情

報データベースの充実 

③ 船陸間情報通信ネット

ワークの強化 

 

・ 健康保持増進計画に基づ

き、心身両面にわたる乗組

員・実習生の健康保持増進

活動を推進する。 

  特にメンタルヘルスに関

する相談・指導・助言体制

を充実する。 

(h) 安全管理の推進 

安全管理体制及び船舶保安体

制について、監査などを通じて

定期的に見直しを行い、海上に

おける人命と船舶の安全を確保

し、船舶保安を維持するととも

に、環境の保護を図るため、次

の事項を実施する。 

・  国際安全管理規則に従って構

築した安全管理マニュアルを

適正に実施し維持することに

より、練習船の安全の確保及び

海洋環境保護を図る。 

また、安全管理システム(SMS) 

に係る内部監査を適正かつ積

極的に実施し、安全に関する自

己点検・評価体制を維持する。

さらに、民間の海運会社と

連携した安全運航の維持・改善

に関する相互協力体制作りを

開始する。 

・  組織内安全風土の醸成に向け

た活動を推進するとともに、緊

急事態等に対応した演習を実

施する。 

・  陸船間情報ネットワークの強

化及び情報セキュリティの確

保のため、5 年目となるネット

ワークサーバを更新する。 

・  必要に応じ、台風等対策支援

チームを編成するとともに、台

風等に係る避泊地情報データ

ベースの充実に向けた情報の

収集と共有を図る。 

・  各船・各課のデータベース構

築作業を継続する。 

３ 

(h) 安全管理の推進 

安全管理システム（SMS）に基づく安全

管理体制、国際船舶保安規程(SSP)に基づく

船舶保安体制（テロ対策）について、次の事

項を実施し、海上における人命と船舶の安

全の確保、環境の保護等に努めている。 

 

○ 安全管理システム(SMS) 

安全に関する自己点検及び見直し会

議を定期的に実施するとともに、本所及

び各練習船に対する内部監査を積極的に

実施し、安全管理マニュアルを適正に維持

している。 

なお、任意ISM 年次審査（本所）及び

中間検査（練習船３隻）を受検している。

○ 船舶保安規程(SSP) 

各練習船に対するISPS内部監査を実

施し、船舶保安体制を適正に維持してい

る。 

また、２隻の練習船が定期検査を受検

している。 

 

民間の船社と「安全風土の確立に関する

協力の協定書」を締結し、民間船社の訪船

指導に参加し安全運航の維持・改善に関し

て相互協力体制を整えている。 

また、各船から寄せられるインシデント

情報、ヒヤリハット報告、軽微災害情報の

共有化、海王丸海難事故の日などの活用に

加え、新たに、本所及び練習船の安全担当

者等による安全推進会議を設置するとと

もに、練習船における操舵装置の故障を想

定した合同緊急対応訓練を実施するなど、

安全風土の醸成に向けた活動を推進して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（次頁に続く） 
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・  陸船間情報ネットワークの強

化及び情報セキュリティの確

保のため、5 年目となるネット

ワークサーバを更新する。 

 

・  必要に応じ、台風等対策支援

チームを編成するとともに、台

風等に係る避泊地情報データ

ベースの充実に向けた情報の

収集と共有を図る。 

 

・  各船・各課のデータベース構

築作業を継続する。 

 

・  健康保持増進計画を策定し、

その活動を推進する。特に生活

習慣病及び依存症予防の具体

的な対策を策定する。また、メ

ンタルヘルスに係る活動の質

の向上と効果的な実施方法を

策定する。 

 

前ページに

評価欄有り

 

本所及び各船のネットワークサーバーを

更新し、陸船間の情報通信ネットワークの

強化及び情報セキュリティの確保を図って

いる。 

 

台風及び低気圧の接近に対して、台風等

対策支援チームを５回設置し、各船の安全

運航への支援を行っている。 

 

 

 

 

 

「平成２０年度健康保持増進計画」を策

定し、生活習慣病の防止のための健康指導

や個別相談、メンタルヘルスに関するカウ

ンセリングや講習の実施など、健康の保持、

増進に努めている。 

 

また、季刊紙「安全と衛生」の発行によ

り、健康管理及び衛生管理に関する啓蒙を

図っている。 

 

(i)  自己点検・評価体制の確立 

・ 自己点検・評価の質の向

上を図るため、その体制の

改善を図る。 

・ 訓練による実習生の知

識・技能到達レベルを明確

にするなど、訓練内容の透

明性を高めるとともに、新

たに導入された国際基準に

よる訓練体制全般の評価シ

ステムを活用して訓練の質

の一層の向上を図る。 

(i) 自己点検・評価体制の確立 

教育査察全体の見直しを行う

とともに、航海訓練に関する自己

点検・評価体制を適確に維持する

ため、資質基準システム(QSS)

の内部監査を計画的に実施する。

 
３ 

(i) 自己点検・評価体制の確立 

 

平成 18 年度、１９年度の実施結果を踏

まえ、評価に関して練習船教育査察規程を

改定している。 

また、各練習船に対して、教育査察及び

資質基準システム(QSS)内部監査を実施

し、適切に航海訓練に関する自己点検・評

価体制を維持するとともに、改善に努めて

いる。 
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（２） 研究の実施 

独立行政法人航海訓練

所法に基づき、航海訓練に

関する研究を実施する。 

・ グループ研究体制の強

化・充実を図り、船員教育

訓練及び船舶運航技術に関

する研究活動を重点的に実

施し、研究成果を航海訓練

に活用する。 

 

独立行政法人航海訓練所法第11条

第 2 号に基づき、航海訓練に関する研

究を実施する。 

研究の実施に際しては、実船による

航海訓練の機会を活かす独自性を踏

まえ、グループ研究体制の強化・充実

を図りつつ、共同研究と併せ船員教育

訓練及び船舶運航技術に関する研究

活動を重点的に実施し、研究成果を航

海訓練に活用する。 

以上に関連し、期間中に以下の達成

を図る。 

 

― － － 

(a)  研究件数 

・ 研究件数に関し、期間中

３０件程度の独自研究、２

５件程度の共同研究を実施

する。 

 

(a) 研究件数 

期間中、新規項目及び継続項

目を合わせて、独自研究につい

ては 18 件（新規 3 件、継続 15

件）程度、共同研究については

15 件（新規 3 件、継続 12 件）

程度を実施する。 

３ 

(a) 研究件数 

期間中の研究件数は次のとおりであっ

た。 

・独自研究 18 件（新規 3 件、継続 15 件）

・共同研究 13 件（新規 4 件、継続 9 件）

 

なお、今年度は、内部専門委員会による

審査の結果、新規の研究に７件（独自3 件、

共同4 件）を立ち上げた一方、6 件（独自

2 件、共同4 件）の研究を終了させている

ため、共同研究が目標件数に達していない。
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(b)  研究体制の充実と研究

活動の活性化 

・ 研究活動の質的向上及び

研究テーマの適正な選択

に向けて、評価体制を充実

するとともに、外部研究機

関等との研究交流を拡大

する。 

・ 各研究成果の指標化を図

る。 

(b)  研究体制の充実と研究活動の

活性化 

グループ研究体制の確認・見

直しを行い、研究成果の航海訓

練への反映を図る。また、外部

研究機関との連携を促進する。

また、引き続き次に掲げるテ

ーマに関する研究を推進する。

・  ヒューマンエレメント（オ

ンボード操船シミュレータ

の活用） 

・  地球環境保全 

・  資質教育（心理学的見地を

含めた資質教育の検証） 

４ 

(b) 研究体制の充実と研究活動の活性化 

 

各研究グループにおける活動状況を確認

し、研究成果の発表を促進させるとともに内

容を精査し、改廃、新規企画の立ち上げなど、

研究活動の活性化を図っている。 

また、安全管理教育に関する研究等につい

ては、その成果を航海訓練へ反映させている。

 

外部研究機関と連携し、以下のとおり環

境と安全に重点を置いた研究を立ち上げ

ている。 

① 東京都環境科学研究所と大気汚染防止

に関する研究 

② 神戸大学と機関装置の作業性改善に関

する研究 

③ 北海道大学と錨泊の安全に関する研究

 

以下のテーマに関する研究を続けている。

・ ヒューマンエレメント（オンボード操船

シミュレータの活用） 

・ 地球環境保全 

・ 資質教育（心理学的見地を含めた資質教

育の検証） 

 

 

・ 新たな共同研究相手との協定締結により、

環境関連分野等の研究を新規に開拓するな

ど、研究活動の領域拡大に積極的に取り組ん

でいる。 

（３） 社会に対する成果の普及・

活用促進（付帯業務の実施） 

独立行政法人航海訓練所

法に基づき、船員教育訓練及

び船舶運航関係の知識・技術

及び研究成果に関し普及・活

用を図る。 

組織の特徴を活用し、一般国

民に対する海事思想の普及業

務及び広報活動を推進する。 

  

 

独立行政法人航海訓練所法第11条

第 3 号に基づき、次の附帯業務の実施

を図る。 

 

 

― ― ― 
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(a)  技術移転の推進に関する

業務 

① 国土交通政策と連携する

ため、海事関連行政機関

及び国内外の船員教育機

関等から、期間中に１５

機関程度、合計３００名

程度の研修員を受け入れ

る。 

     また、ＩＭＯやＩＬＯの

動向を踏まえた新たな研

修を積極的に受け入れる。 

② 海外の政府機関等の要請

に応じ、期間中に５名程

度の船員教育専門家を派

遣する。 

③ 関係委員会等の要請に応

じ、専門分野の委員等とし

て、期間中に延べ９５名程

度職員を派遣する。 

④ 国際会議へ６件程度参画

するとともに、外国の船員

教育機関との交流を図り、

国際的連携を深める。 

(a)  技術移転等の推進に関する業務

① 海事関連行政機関及び国内外の

船員教育機関等の要請に応じ、

10 機関程度から、合計 60 名

程度の研修員を受け入れ、希望

に応じた内容の技術移転等の

実施に努める。 

 

② 期間中の職員新規派遣計画は未

確定であるが、国外の政府機関

等の要請を踏まえて対応する。

③ 関係委員会等の要請に応じ、専

門分野の委員等として、延べ

19 名程度職員を派遣する。 

 

④ 技術移転等を推進するため1件

程度の国際会議等に参画する

と と も に 、 世 界 海 事 大 学

(WMU)留学経験者の人的ネッ

トワークや練習船の海外寄港

地等での交流などを通じて国

際的連携を強化する。 

４ 

(a) 技術移転等の推進に関する業務 

① 海事関連行政機関及び船員教育機関の

要請に応じ、13機関から延べ178名（年

度目標値の約 3 倍）の研修員を受け入れ

ている。 
 

また、これまでの研修実施実績を基に、

新たに運航実務研修指導要領をまとめ、効

果的な技術移転等の実施を図っている。

② 船員教育の専門家として、フィリピン

国、及びインドネシア国へ、延べ 15 名

の職員を派遣し、技術協力を行っている。

③ 専門分野の委員として、延べ 48 の委

員会等へ、24 名の職員を派遣している。

④ IMO海上安全委員会等に1名を（3回）

派遣し、STCW 条約改正等の議論に参画

するとともに、国際的動向の把握に努めて

いる。 
 

世界海事大学留学経験者を国土交通省

に出向させ、2006 年の海事労働条約の

批准に係る業務に活用させている。 
 

ハワイへの練習船の寄港などで交流

のあるポリネシア航海協会との交流を行

い連携を図っている。 

 

・ 多種・多様な配乗計画の中、年度計画の３

倍の研修生を受け入れ、ニーズに対応して研

修内容を見直すとともに、東南アジア諸国へ

の技術協力のための職員派遣についても、計

画を上回る成果をあげるなど、海外協力を積

極的に実施している。 
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(b)  研究成果等海事に係る知

見の普及・活用 

・ 研究活動に関してその成果

を定期的に刊行物として公

開する。 

 ・ 研究成果の活用を推進する

ため、ホームページに各研究

成果の概要を掲載する。 

 ・ 研究成果の積極的な情報開

示に努め、船員教育機関が取

り組むべき新たな教育訓練の

方法を広く提言する。 

・ 船舶の安全運航、海洋環境

対策等の船舶運航技術に関

して練習船で実施が可能な

研究は、積極的に外部研究機

関等と連携し、実船による諸

データ及びその解析結果等

を広く提供する。 

・ ３０件程度の論文発表並

びに３０件程度の学会発表

を行う。 

また、必要に応じて特許の

出願を図る。 

(b)  研究成果等海事に係る知見の

普及・活用推進 

・ 研究活動に関してその成果

を、研究発表会や定期的に刊行

物(調査研究時報、又は調査研

究諸報)として公開する。 

・ 研究成果の活用を推進するた

め、航海訓練所のホームページ

に各研究成果の概要を掲載す

る。 

・ 船舶の運航技術、大気汚染を

含む海洋環境保護対策に関す

る研究について、積極的に外部

研究機関と連携し、諸データ及

びその解析結果等を広く提供

する。 

・ 研究終了項目及び継続項目か

ら 6 件程度の論文発表並びに

6 件程度の学会発表を行う。ま

た、必要に応じて特許等の出願

を図る。 

４ 

(b) 研究成果等海事に係る知見の普及・活用

・ 調査研究時報 1 回（掲載計 1 編）及

び調査研究諸報 2 回（掲載計 14 編）

を発行し、所内外関係先に配布してい

る。 

 

・ ホームページに各研究成果の概要を掲

載し、研究成果の活用を推進している。

 

・ 大気汚染を含む海洋環境保護対策に関

する研究として実施している、船舶から

排出される汚染物質に関する研究にお

いて、実船実験により得られたデータを

外部機関と連携して関連学会で発表し

ている。 

また、船舶の陸上電源供給による大気

環境改善調査に関する研究について、練

習船において諸データを採取している。

 

・ 論文発表及び学会発表件数は以下のと

おり。 

 論文発表１１件（年度目標値の 1.8 倍）

 学会発表１３件（年度目標値の 2.2 倍）

 

 

・ 環境汚染に関する研究をはじめとして、内

外の学会での発表等、目標値を大幅に上回る

成果をあげている。 
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(c)  海事思想普及等に関する

業務 

国民の海への関心を高

め、海上輸送の重要性や航

海訓練を含めた船員教育

の意義・役割への理解を深

めるという観点から、当所

が担うべき海事思想の普

及等に関する業務の改善

方策を検討し、海運業界や

他の船員教育機関との連

携を含め、より積極的に海

事思想の普及、広報の実施

を図る。 

 

・ 国や地方自治体主催の

各種イベント等に、集客

力の高い練習船を活用し

て積極的に参加し、地域

と連携して海事思想の普

及を図ることとし、一般

公開及び練習船見学会を

年４５回程度実施する。 

・ 練習船機能を活かして、

青少年の体験航海を実施

する。 

・ マスメディア、インタ

ーネット、広報誌等を活

用し、業務成果を広く一

般に発信する。 

(c)  海事思想普及等に関する業務

交通政策審議会海事分科会の

答申（平成 19 年 12 月）を受

けて、青少年が海に親しみ、海

への関心を高める機会を提供す

る。 

また、海事産業の次世代人材

確保育成のため、海事・港湾関

係機関、海運業界及び他の船員

教育機関との連携を深めた取り

組みを開始する。 

その他、イベントへの参加、

及び一般公開等を継続実施す

る。 

・  海フェスタ等の海事関係イベ

ントに参加すると共に、寄港地に

おいて練習船や当所、及び航海訓

練に関する広報活動を行う。 

・  練習船の寄港地における一般

公開を 25 回程度実施する。 

・  練習船の寄港地近隣の小中学

校児童等を対象とする練習船見

学会を 20 回程度実施する。 

・  訪問型海事思想普及活動を推

進する。 

・  練習船を活用した体験型イベ

ントを実施する。 

・  海王丸において青少年等の体

験航海を実施する。 

・  若年層にアピールするコンテ

ンツの開発や、海事関係機関と

の相互リンクなど、インターネ

ット上での活動に力を入れる。

４ 

(c) 海事思想普及等に関する業務 

交通政策審議会海事分科会の答申及び

海事産業の次世代人材確保育成のため、次

の取組み、活動を行っている。 

 

・ 寄港要請に対応して、練習船の一般

公開を 25 回実施し、合計 102,102

名の見学者を受け入れている。 

・ 小中学生を対象にした練習船見学会

を 31 回実施し、合計 1,541 名の児

童・生徒の見学を受け入れている。 

・ 小学校、児童館を訪問して、海や船

の話をする訪問型海洋教室を 26 回実

施している。（参加者２,７７４名） 

・ 平成 19 年度から実施している、出

入港における帆船の体験乗船を行い

30 名を受け入れている。 

また、船上におけるセイルドリルの見

学を 4 回開催し 97 名の見学者を受け

入れている。 

・ 海王丸において、青少年を対象とし

た体験航海を 7 回（国内 6 回、遠洋航

海 1 回）実施し、合計 100 名の参加

者を受け入れている。 

また、係岸中に海洋教室を 2 回実施

し 112 名の参加者を受け入れている。

・ 「太平洋エコ通信 2009」や「練

習船卓上カレンダーダウンロード」

等、若年層にアピールするコンテン

ツを開発するとともに、閲覧者がア

クセスしやすいような工夫が図られて

いる。 

 

 

・ １０万人を超す見学者を受け入れるなど、

海事思想普及に向けて積極的に取り組んで

いる。 
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・  当所の情報や業務成果を、マ

スメディア、ホームページ、広

報紙、航海訓練レポート（年度

実績報告）、パンフレット、研究

報告書及び研究発表会等を通じ

積極的に広報することで更なる

情報発信を行う。 

前ページに

評価欄有り

・ ホームページ、プレスリリース、広報

誌や訓練レポート等の刊行物、海事イベ

ントへの参加、研究発表会等を通じ、情

報の発信に努めている。 

 

 

 （４） 業務全般に関する項目 

内部統制の維持・充実や透明性

の確保等、今後の独立行政法人に

係わる法整備等を見据え、内部統

制・ガバナンスの強化に向けた体

制整備を推進する。 

既に実施している次の項目に

ついては、より積極的に実施する。

・  教育訓練業務、研究業務等を自

ら評価し、次年度に反映させるた

め、内部評価委員会を積極的に活

用する。 

・  業務・マネジメントに関し国民

の意見募集を行い、業務運営に適

切に反映させる。 

３ 

（４） 業務全般に関する項目 

 

監査法人等が実施する内部統制セミナ

ーに職員を参加させるとともに、独立行

政法人相互間で意見交換を行い、内部統

制・ガバナンス強化に向けた体制整備に

努めている。 
 
内部評価委員会における、外部委員か

らの助言や指摘を活用し、業務内容の改

善に努めている。 
 
業務・マネジメントに関し国民から

意見募集を行うという観点から、広報

業務の一環として帆船の出港見学会の

参加者に対するアンケート調査を新たに

実施し、国民からの意見を業務運営の改

善に努めている。 

 

３．予算，収支計画及び資金計画 

（１） 自己収入の確保 

組織の業務範囲におい

て、自己収入の確保を図る。 

具体的には、新たに海技

士身体検査証明書の発行費

用等の徴収を図ることとす

る。 

 

 

（１） 自己収入の確保 

海技士身体検査証明書の発行

費用及び乗船実習証明書の再発

行手数料、運航実務研修に係る研

修費を収受する。船員教育機関等

からの訓練委託に係る受託料の

見直しに係る協議を行う。 

３ 

（１） 自己収入の確保 

乗船実習証明書再発行手数料、運航実

務研修に係る研修費、講師派遣料、教科参

考資料の有料配布及び海技士身体検査証

明書の発行手数料の収受を引き続き行い、

自己収入の確保に努めている。 

船員教育のあり方に関する検討会報

告に対応し、受託料等の適正化に向け関

係機関と協議を行い、受託料を引き上げ

ている。 

平成２０年度の自己収入実績は３０,

８４０千円であった。 
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（２） 予算，収支計画及び資金

計画 

・ 予算 

・ 収支計画 

・ 資金計画 

 

（２） 期間中の予算計画 

・年度計画参照 

・年度計画参照 

・年度計画参照 
 

［人件費の見積り］ 

年度中総額 3,656 百万円を支

出する。 

但し、上記の額は、常勤役員報

酬並びに職員基本給、職員諸手当、

超過勤務手当、休職者給与及び国

際機関派遣職員給与に相当する範

囲の費用である。 

３ 
 

 

別紙を含め

た評価 

（２） 期間中の予算計画 

予算は、計画にしたがい適正に執行さ

れており、監事による業務監査、会計監

査が適切に実施され、規程に基づき適切

に執行されている。 

なお、独立行政法人整理合理化計画、

総務省政独委による「平成１９年度にお

ける国土交通省所管独立行政法人の業

務の実績に関する評価の結果等につい

ての意見について」等への対応の実績及

びその評価については、別紙参照 

 

 

４．短期借入金の限度額 

・ 予見し難い事故等の事由

により、資金不足となる場

合における短期借入金の限

度額は、１，２００百万円

とする。 

 

予見し難い事故等の事由に限り、資

金不足となる場合における短期借入

金の限度額は、1,200百万円とする。

 

― 

  

 

※ 平成２０年度該当なし。 

 

５．重要財産の処分計画 

・なし 

 

 

なし ― 

 

※ 平成２０年度該当なし。 

 

６．剰余金の使途 

・ 期間中に生じた剰余金は、

計画の達成状況を見つつ、

施設・設備・訓練機材等の

整備、安全管理の推進、研

究調査費に充てる。 

 

期間中に生じた剰余金は、計画の達

成状況を見つつ、施設・設備・訓練機

材等の整備、安全管理の推進、研究調

査費に充てる。 

 

３ 

 

今期における剰余金は６７百万円は、

独立行政法人通則法第44条第1項の積

立金として適切に処理している。 
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７．その他主務省令で定める業

務運営に関する事項 

（１）施設・設備に関する計画 

   組織の目的の確実な達成

のため、必要となる施設に関

する整備計画を策定し、効果

的な業務運営を図る。 

① 東京港晴海桟橋の老朽

化に対する安全確保のた

めの改修工事を行う。 

② 効果的な訓練機材の配

備充実を図る。 

 

 

（１） 施設・設備の整備 

(a)  大成丸にオンボード操船シ

ミュレータを設置する。 
施設・設備の内

容 

予定額

(百万円)

財源 

教育施設整備費

航海訓練所練

習船のオンボー

ド操船シミュレ

ータ施設整備 

52 独立行政法人航

海訓練所施設整

備費補助金 

(b)  船員教育のあり方に関する検

討会報告を踏まえ、内航用小型

練習船導入の検討を継続する。

３ 

 

（１） 施設・設備の整備 

(a)  12 月 25 日に、練習船大成丸にオ

ンボード操船シミュレータを据付・電

源工事等を完了している。 

 

（２） 人事に関する計画 

上記の各般の業務運営の効

率化を通じて、「行政改革の重

要方針」（平成１７年１２月２

４日閣議決定）を踏まえ、前

中期目標期間の最終年度予算

を基準として、本中期目標期

間の最終年度までに人件費

（退職手当等を除く。）につい

て５％以上の削減を行う。 

また、国家公務員の給与構

造改革を踏まえた役職員の

給与体系の見直しを進める。 

（２） 人事に関する計画 

上記の各般の業務運営の効率化

を通じて、「行政改革の重要方針」

（平成17年12月24日閣議決

定）を踏まえ、前中期目標期間の

最終年度予算を基準として、本中

期目標期間の最終年度までに人

件費（退職手当等を除く。）につ

いて 5%以上の削減を行う。ま

た、国家公務員の給与構造改革を

踏まえた役職員の給与体系の見

直しを進める。 

４ 

（２） 人事に関する計画 

中期計画に掲げる人件費 5％以上の

削減は平成 18 年度に達成している。 

また、高年齢者の雇用確保及び高度な

技術経験の活用の観点から、平成 21 年

1 月 20 日、継続雇用制度を導入してい

る。 

 

・ 人件費削減をＨ１８年度に達成したにとど

まらず、高齢者の雇用確保のために、新たに

職員の継続雇用制度を導入し、必要人員の確

保に努めている。 

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。 
５点：中期目標の達成に向けて特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。 
４点：中期目標の達成に向けて優れた実施状況にあると認められる。 
３点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。 
２点：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。 
１点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められない。 

・５点をつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。 
・必要な場合には、右欄に意見を記入する。 



 
 
 

 
平成２０年度業務実績評価調書：独立行政法人航海訓練所 
 

総合的な評定 
 
 

業 務 運 営 評 価（実施状況全体） 
 

 
極めて順調 順 調 概ね順調 要努力 評定理由 

 ○   

 各項目の合計点数＝８８ 

 項目数（２５）Ｘ３＝７５ 

 下記公式＝１１７％ 

＜記入要領＞ 
・個別項目の認定結果をもとに、以下の判断基準により、それぞれの欄に○を記入する。 

○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が１２０％以上である場合には、「極めて順調」とする。 
○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が１００％以上１２０％未満である場合には、「順調」とする。 
○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が８０％以上１００％未満である場合には、「概ね順調」とする。 
○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が８０％未満である場合には、「要努力」とする。 

・但し、評価の境界値に近接している場合であって、法人の主要な業務の実績に鑑み、上位又は下位のランクに評価を

変更すべき特段の事情がある場合には、理由を明記した上で変更することができる。 

 
 

総 合 評 価 
 

（法人の業務の実績） 

・ 中期計画・年度計画に基づき、業務運営の効率化、教育体制及び訓練内容の充実など、全般に継続的

な努力を行っており、確実な取り組みにより成果が明確に出ている。 
・ 危機管理・安全管理意識の醸成に向けて努力している。 

（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 

・ ＳＭＳ（安全管理体制）の更なる向上のためにも、チェック機能をしっかりと働かせていただきたい。

・ シミュレータの更なる有効活用を望む。 
・ 海事思想の普及など、広報のあり方は、少し工夫の余地がある。 

・ 平成２１年度から開始した民間会社の船舶による６ヶ月間の実習訓練は、各会社及び船舶毎に取り組

み姿勢や、実習内容に差が生じることが予想される。民間会社で実習訓練を受けた実習生全員が、一定

レベル以上の成果を得て修了できるように、各会社、船舶に対し、徹底的な検証ならびに指導が必要と

思われ、それらを実施する際には、航海訓練所が参画し、その知見を活用することを期待する。 

・ 今後も、常に社会の動向を見据えながら、航海訓練の品質向上を目指していただきたい。 

（その他推奨事例等） 

・ 一般市民に対する船内公開、見学会、海洋教室や体験航海の開催などは、国民に対する海事思想の普

及において非常に有効な手段である。相当な時間、経費、労力が必要と思われるが、引き続きの努力に

期待する。 
・ 実習生評価アンケートを実施し、それを速やかにフィードバックしている。 

 



（独）航海訓練所 実績 評定 意見

①規定類の適正化
　    会計検査院の指摘事項を踏まえ、以下の規定類について、国の基準に合わせて制
   定または改正をしている。
　　H20.12.24改正
　　　●契約事務取扱細則一部改正
　　　●総合評価方式事務取扱要領制定
　　　●企画競争事務取扱要領制定
　　　●公募手続事務取扱要領制定
　　　●簡易入札制度事務取扱要領制定
　　H20.3.30改正
　　　●契約事務取扱細則一部改正

②随意契約の比率の引き下げ
 　   以下のとおり、随意契約の比率を引き下げている。
   平成19年度契約状況（基準額以上）
  　　競争契約　71件（84.5%）　12.8億円（79.0%）
  　　随意契約　13件（15.5%）　  3.4億円（21.0%）（うち不落随契2件）
   平成20年度契約状況（基準額以上）
　　　競争契約　80件（88.9%）　10.5億円（84.0%）
　　　随意契約　10件（11.1%）　  2.0億円（16.0%）（うち不落随契2件）

・ 競争契約率の増大を進めて
　いる。
・ 随意契約の比率を着実に減
　少させるなど、その適正化に
　取り組んでいる。

③随意契約見直し計画の実施状況、公表状況
　    平成19年の随意契約見直し計画に基づき、競争入札へ移行するものとした23件の
    うち13件を競争入札へ移行している。
　    残りの10件は該当する契約実績がなかった。
      また、契約状況をＨＰ上で公表している。
    （http://www.kohkun.go.jp/public_info/zuii/h19_zuii_followup.pdf）

④監事監査の実施状況
　    随意契約見直し計画の内容、随意契約件数・金額等について監査を実施し、以下
    のとおり評価を受けている。
  （ア）随意契約案件の一般競争への拡大が図られている。
  （イ）１者応札の対策について、当該案件を早めに周知する等できる限り講じられている。

⑤企画競争、公募を行う場合の実質的な競争性の確保の状況
　    該当案件なし

平成２０年度業務実績評価調書　別紙 ：　独立行政法人航海訓練所

独立行政法人整理合理化計画、総務省政独委「平成１９年度における国土交通省所管独立行政法人の業務の実績に関する評価の結果等についての意見について」等
への対応の実績及びその評価

１．随意契約の適正化
①規定類の適正化（国の基準と
   同額等、会計検査院指摘事項
   を踏まえているか）
②随意契約の比率の引き下げ
③随意契約見直し計画の実施状
   況、公表状況
④監事監査の実施状況
⑤企画競争、公募を行う場合の実
   質的な競争性の確保の状況
⑥競争性のない契約についての
   内容、移行予定、移行困難な理
　 由
⑦関連法人に係る委託がある場
   合、その妥当性
⑧１者応札率が高い場合、その理
   由
⑨第三者委託状況（随意契約、一
   者応札の場合）

３
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⑥競争性のない契約についての内容、移行予定、移行困難な理由
　    平成20年度の特命随意契約（8件）は以下のとおり。
        (ア) 2008年度の船主責任保険　44.7百万円
        (イ) 会計事務処理支援業務　3.8百万円
        (ウ) 大成丸No.2主ボイラ水冷壁管の修理　2.1百万円
        (エ) 海王丸賃貸借　128.4百万円
        (オ) 電話料　2.1百万円
        (カ) ガス料　1.2百万円
        (キ) FAXニュース　1.8百万円
        (ク) 後納郵便料　1.0百万円

   (ア)、(エ)、(オ)、(カ)、(キ)、(ク) ・・・契約の性質又は目的上競争できないもの。
   (イ) ・・・平成21年度より競争入札へ移行することとしているもの。
   (ウ) ・・・緊急を要する場合で競争に付することができなかったもの。

⑦関連法人に係る委託がある場合、その妥当性
　　   該当案件なし

⑧１者応札率が高い場合、その理由
      平成19年度  30%(21/71件)
　    平成20年度　37%(30/82件)

　    政策評価・独立行政法人評価委員会の「平成１９年度における独立行政法人等の
   業務の実績に関する評価の結果等について（平成２１年１月）」における一者応札率
   が高い（５０％超）法人には該当しない。

⑨第三者委託状況（随意契約、一者応札の場合）
　    該当案件なし

２．官民競争入札
①官民競争入札の導入の状況

①官民競争入札の導入の状況
　    官民競争入札を活用する契約案件はないため、導入していない。

①当期総利益が１億円以上ある場合において、目的積立金を申請しなかった理由
　    該当なし

②経常損益では損失計上していたものが最終的に利益計上になった場合の経緯
　    該当なし

③１億円以上の当期総損失がある場合の発生要因と業務運営上の問題の有無
　    該当なし

３．財務状況
①当期総利益が１億円以上ある
   場合において、目的積立金を
   申請しなかった理由
②経常損益では損失計上してい
    たものが最終的に利益計上
    になった場合の経緯
③１億円以上の当期総損失があ
   る場合の発生要因と業務運営
  上の問題の有無

前ページに
記載欄有り
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④１００億円以上の繰越欠損金を計上している場合、当該繰越欠損金の策定状況及び
   当該解消計画の進捗状況
　    該当なし

⑤１００億円以上の利益剰余金を計上している場合、当該剰余金の発生原因及び業務
   運営上の問題の有無
      該当なし

⑥運営費交付金債務について、執行率が９０％以下の場合の分析
　    該当なし

①公表値を前提とした法人の人件費総額削減の取り組み状況
　    人件費削減の取り組みについては、 中期計画に基づき着実に実施し、平成18年度
   に達成している。平成20年度においては、さらに1名の定員を削減している。

②国家公務員水準との関係（ラスパイレス指数）、ラスパイレス指数が高い場合の理由
　    国との人事交流の機会において人選等の配慮を求めた結果、昨年度106.7であっ
    たラスパイレス指数は101.2となっている。
      ラスパイレス指数が100を上回った理由は、一部の職員の扶養手当及び住居手当
    の受給額が、国の行政職（一）適用者の同手当の平均額を上回ったことによる。な
    お、手当の支給額及び支給基準等は国の給与制度に同じとしている。

③人件費総額の削減
　    本中期目標に対する人件費（退職手当等を除く。）の削減率は8.0％となり、既に目
   標を達成している。

④役員報酬額の公表
      ホームページ上に公表している。
   http://www.kohkun.go.jp/public_info/yakusyokuin_kyuyo.pdf
⑤役員報酬及び職員給与への業務実績及び勤務成績の反映
      以下のとおり、業務実績及び勤務成績を役員報酬及び職員給与へ反映させている。
　  ・役員報酬及び職員給与は、国家公務員の給与水準等を考慮
    ・役員賞与は、独立行政法人評価委員会が行う業績評価の結果を勘案
    ・役員退職金は、独立行政法人評価委員会における業績勘案率により決定
    ・職員賞与及び定期昇給は、勤務評定に基づく査定を反映

⑥監事監査
　    国家公務員の給与制度に準じた給与制度、俸給及び諸手当の決定・執行等につ
   いて、適正に処理されていると評価を受けている。

④１００億円以上の繰越欠損金を
   計上している場合、当該繰越欠
   損金の策定状況及び当該解消
   計画の進捗状況
⑤１００億円以上の利益剰余金を
   計上している場合、当該剰余金
   の発生原因及び業務運営上の
   問題の有無
⑥運営費交付金債務について、
    執行率が９０％以下の場合の
    分析

４．給与水準
①公表値を前提とした法人の人
   件費総額削減の取り組み状況
②国家公務員水準との関係（ラス
　 パイレス指数）、ラスパイレス
   指数が高い場合の理由
③人件費総額の削減
④役員報酬額の公表
⑤役員報酬及び職員給与への業
   務実績及び勤務成績の反映
⑥監事監査

３
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①福利厚生費について、当該活動の評価の取組が十分か。
　    福利厚生経費は、法定経費等役職員の健康管理に必要な経費の支出に限定し、
   活動について監事監査が行われている。

②レクリエーション経費について求められる国に準じた予算執行、予算編成作業がなさ
   れているか。
　   該当なし

③レクリエーション経費以外の福利厚生費について
　   福利厚生経費の使途は、法令等に基づく健康診断等に限定し、必要に応じ見直すこ
   ととしている。

①内部統制の体制の整備状況
　    倫理行動規定の策定、第３者を入れた倫理委員会等の設置、監事による内部統制
   に関する評価等の情報収集等に努めるとともに、体制整備のあり方について準備を進
   めている。
②内部統制のために構築した体制・仕組みの運用状況
　    監査法人との意見交換、セミナーへの参加等、内部体制の構築に向けた検討を進
   めている。具体的な取組みとしては、理事長が教育査察時に各船を訪問し、コンプライ
   アンスや内部統制に係る取組みの周知徹底を図っている。

・ 理事長の率先垂範で内部統
   制が機能している。
・ 監査法人との連携のもとでコ
　 ンプライアンスの徹底を図っ
   ている。

③人事評価の実施、業績等の給与等への反映状況
　    能力・実績給について、国と同様の制度を設けている。さらに、職員の能力及び業
   績を的確に評価し、能力給に係る制度を適正に運用するため、目標管理を取り入れた
   新たな評価制度の導入を検討している。

④業務・マネジメントに関しての国民への意見募集、及び業務運営への反映の状況
　    国民からの意見等をホームページ上で受け付け一般公開等の充実に反映してい
    る。また、帆船出港見学会参加者に対してアンケート調査を実施し、効率的な行事
    の周知方法等の改善を図っている。

・ 新たに見学会参加者に対す
   るアンケートを行い、業務改
   善に役立てている。

⑤監事監査
      内部統制の取組みについて、理事長の指示が職員に徹底され、適切に進められて
   いると評価を受けている。

３

３

６．内部統制
①内部統制の体制の整備状況
   （倫理行動規定の策定、第３
   者を入れた倫理委員会等の
   設置、監事による内部統制に
   ついての評価等）
②内部統制のために構築した
   体制・仕組みの運用状況
③人事評価の実施、業績等の
   給与等への反映状況
④業務・マネジメントに関しての
   国民への意見募集、及び業
   務運営への反映の状況
⑤監事監査

５．人件費管理
①福利厚生費について、当該活
   動の評価の取組が十分か。
②レクリエーション経費について
   求められる国に準じた予算執
   行、予算編成作業がなされて
   いるか。
③レクリエーション経費以外の福
   利厚生費について経済社会情
   勢の変化を踏まえた、事務・事
   業の公共性・効率性及び国民
   の信頼確保の観点から法人の
   見直しがなされているか。
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①保有資産の状況
　    独立行政法人通則法に基づき適正な資金運用を行っている。
　（時価又は為替相場の影響等を受ける可能性はない）

②整理合理化計画で処分等することとされた保有資産の見直しの状況
　    該当なし

③財務諸表における減損又はその兆候に至った固定資産について、減損の要因と業務
   運営との関連の分析
　    該当なし

④監事監査
　    毎年度、資産の管理状況、資産の減価償却、減損会計及び貸借対照表等に関して
   会計・業務監査を実施している。
　監事監査において、特段の指摘は受けていない。

⑤融資等業務による債権及び融資等業務以外の債権で賃貸対照表計上額が１００億
   以上のものについて回収状況
　    該当なし

⑥融資等業務以外の債権のうち、関連法人に対する貸付金については、当該貸付の必
   要性
　    該当なし

①関連法人への再就職の状況、関連法人との間の補助・取引の状況の情報開示
　    ＨＰ上にて情報開示を行っている。
（http://www.kohkun.go.jp/public_info/kanrenhoujin.html）

②情報へのアクセスの容易化、業務・マネジメントに係るベストプラクティスの公表
　    総務省からの指示（平成２０年３月１４日）を基にホームページを改修し、アクセスの
   容易化を図っている。
　    また、他の模範となる取組みをホームページや広報誌（ナイスティ）等で、積極的に
   公表している。

①出資等に関する規程等の整備状況とその内容の適切性
　    該当なし

②出資目的の達成度、出資先の経営状況を踏まえた上で、出資を継続する必要性
　    該当なし

③出資先の経営状況の分析と出資先に対する法人の指導状況
　    該当なし

３

３

９．関連法人
①出資等に関する規程等の整備
   状況とその内容の適切性
②出資目的の達成度、出資先の
   経営状況を踏まえた上で、出
   資を継続する必要性
③出資先の経営状況の分析と出
   資先に対する法人の指導状況

８．情報の開示
①関連法人への再就職の状況、
   関連法人との間の補助・取引
   の状況の情報開示
②情報へのアクセスの容易化、
   業務・マネジメントに係るベス
    トプラクティスの公表

７．保有資産の管理・運用（評価
   の際、監事監査や減損会計の
   情報等を活用）
①保有資産の状況（特に資金運
   用で時価又は為替相場の影
   響等を受ける可能性のあるも
   のについて）
②整理合理化計画で処分等する
    こととされた保有資産の見直
    しの状況
③財務諸表における減損又はそ
   の兆候に至った固定資産につ
   いて、減損の要因と業務運営
   との関連の分析
④監事監査
⑤融資等業務による債権及び融
   資等業務以外の債権で賃貸対
   照表計上額が１００億以上のも
   のについて回収状況
⑥融資等業務以外の債権のうち、
   関連法人に対する貸付金につ
   いては、当該貸付の必要性
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①業務改善を図る取組を促すアプローチ
　    教育査察、業務監査及び会計監査を実施し、業務の改善を図っている。
　    さらに平成20年度は、安全文化の醸成に向け、安全推進会議を発足させている。

②職員の積極的な貢献を促すアプローチ
      教育査察等を通じて、定期的に理事長が職員と直接対話をできる機会を設けてい
    る。また、中期計画及び年度計画に基づく実習訓練業務、研究業務等を、諸会議や
   研究発表会の場で報告し、各練習船への周知を図っている。

・ 理事長以下役職員一体と
   なって業務改善に取り組ん
   でいる。

①社船実習の活用を２０年度中に措置する
　    独立行政法人整理合理化計画（平成19年12月24日閣議決定　以下「独法整理合理
   化計画」という）の指摘を踏まえ、トン数標準税制に係る日本船舶・船員確保計画に基
   づく社船実習について、関係先と実習実施内容の分担及び事務手続き等の調整を行
   い、平成21年４月から実施できるよう措置している。

・ 制度変革へ対応している。

②２０年度中に帆船実習の義務づけの廃止及び見直し
　    独法整理合理化計画の指摘を踏まえ、平成20年７月、船舶職員及び小型船舶操縦
   者法施行規則が改正され、商船系大学、商船高等専門学校等を対象とした３級海技
   士（航海）免許取得に係る乗船履歴に義務付けられていた帆船実習の義務付けが廃
   止された。
      これを受け、当該実施期間を前半になるよう見直し、社船実習を行う場合、当該実
   施期間が短縮となるよう調整している。

③自己収入の増大を図る
　    独法整理合理化計画の指摘を踏まえ、訓練委託費について、１人１月3,000円から
    4,000円へと値上げを行っている。
       今後とも、海事人材の確保の観点から教育機関としての魅力を失わないことに配慮
    しつつ、見直しを図っていくこととしている。

・ 自己収入増を図るべく、関係
   先と調整し、委託費の値上げ
   を行っている。

④遠洋航海等を希望しない学生への措置
　    独法整理合理化計画の指摘を踏まえ、商船系大学及び商船高等専門学校を所管
    する文部科学省高等教育局専門教育課と国土交通省海事局海技課の協議が行わ
    れ、各商船高等専門学校では、転学科等に関する学則が改正された。（文部科学省
    対応）
 　    平成21年度以降、学校側と協議をしながらより効率的かつ効果的な配乗を図って
     いくこととしている。

⑤船隊構成の見直し
　    独法整理合理化計画の指摘を踏まえ、平成23年度までに、タービン練習船の小型
   練習船への代替えを図るため、小型練習船の持つべき機能について、2006年海事労
   働条約の設備基準等をも考慮し、技術的な検討を行っている。さらに、平成22年度の
   予算化に向け、海事局との協議を開始している。

1１．個別法人（指摘事項）

３

３

１０．役職員のイニシアチブ
①業務改善を図る取組を促す
   アプローチ
②職員の積極的な貢献を促す
   アプローチ
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＜記入要領＞・項目ごとの「評定」の欄に、以下の段階的評定を記入する。
           ５点：特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。
           ４点：優れた実施状況にあると認められる。
           ３点：着実な実施状況にあると認められる。
           ２点：概ね着実な実施状況にあると認められる。
           １点：着実な実施状況にあると認められない。
         ・５点をつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。
         ・必要な場合には、右欄に意見を記入する。
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